






























































































































































































































































































































































































































































害訴訟最高裁判決(最裁第一小法廷昭59. 1. 26：判時1104号26頁, 判タ517号82










































































































































26 阿部泰隆（2009）前掲24) p.535. 及び阿部泰隆（1988）『国家補償法』（有斐閣）p.224.













































































































































































































































































































































































































































































































12 月 19 日 http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/past_shinngikai/shinngikai/
shingi/ryuiki.pdf(2013年11月13日閲覧）
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九州国際大学法学論集　第20巻　合併号（2013年）
的安全性を確保するための諸々の流域対策（改良水防土のう積みの設置等）を
適時適切に行うべきであったものと考える。確かに、残念ながら被災住民らの
主張した流域対策は、その効果に疑問があるものもある。コストも低く、早期
にかつ簡潔に対策できるとして、控訴審から主張した「ウ、改良水防土のう
積みの設置」も、そもそも越流被害は破堤ではないため認められづらいであろ
う。しかしながら「２．判例要旨　争点（２）②－２.」に列挙した流域対策
のなかでも「エ　危険告知」については、一定の責任が認められるといえよ
う。というのも、ここまで荒崎地区の被害が拡大した背景には、同地区が市街
化区域に指定したことがあげられるからである。なかには市営団地も建築され
ており、原告の中には「市営団地だから安心して買った」という声もある 
53
。市
営団地であることが居住環境まで担保するものではないとしても、行政は情報
にアクセスしやすい立場にある。にもかかわらず、市営ということは、住宅と
しては不向きな土地に漫然と住宅地もしくは住宅を購入することを推奨したも
のともいえよう。ゆえに、行政の土地利用計画の区域指定そのものを争う手段
はないが、土地利用計画との因果関係を追求して、取引安全のためのハザード
マップ等を提示しなかったことに一定の瑕疵を認めることも可能であろうと考
える 
54
。
なお、原審では、裁判所は、「流域対策は広義の河川管理に当たる」という
認識を示しており、あくまでも国家賠償法２条の問題と位置づけられた。ゆえ
に、現状では同法１条の適用の余地は認められなさそうであるものの、流域対
策の展開がより充実してくれば同法１条の、さらには憲法29条３項の損失補償
の適用可能性もあるといえる。よって、総合的な流域対策という文言が、ただ
の画餅に終わらぬように、その進展を促すべく継続的な住民参加と監視が必要
53 第一審判決では、裁判所は「当時の荒崎地区が市街化区域にふさわしい危機だったか疑
問がないとはいえない ｣と苦言を呈している。
54 取引安全の見地からいえば、当該住宅地もしくは住宅を販売した業者が、当地の形状に
対する説明責任を果たしたかについては大いに疑問が残るのであり、損害賠償請求も可
能であったのではないかと思われる。
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荒崎水害訴訟控訴審判決（岐阜県大垣市）に関する判例研究
であるといえる。
３．３．３　結びにかえて
本件判決では、原審から継続して大谷川洗堰の位置づけが大きな焦点となっ
た。改修中の堤防か、それとも越流堤かというものである。河川行政上は既に
改修中の堤防との位置づけである。であるからこそ、かつて遊水地であったと
ころは市街化区域とされ、住宅や工場が立ち並んだ。しかしながら、本件洗堰
は、越流堤として築堤された原洗堰から0.6メートルしか嵩上げされていない。
よって、地域社会的には、長期にわたり荒崎地区は遊水地として、また大谷川
洗堰は、越流堤として概ね認識されてきたのであり、現在に至っても対岸や同
岸側の他の堤防よりも低いことからその機能を有しているといわざるをえず、
未だ越流堤として認知されている。対岸や同岸側の他の堤防よりも低い堤防部
分があることで、他の輪中は水害から免れやすくなるということを流域住民は
分かっているのである。だからこそ、この改修が進むということは、越流堤の
解消にほかならず、水と闘い続けてきた輪中地域には社会的軋轢が生じるので
ある。いわば、改修を阻む社会的制約は、歴史的な河川行政上の桎梏といえよ
う。
こうした矛盾が本件判決においても勘案されず、原告である荒崎地区住民の
救済は甚だ不十分なものとなってしまったといわざるをえない。折しも、ゲリ
ラ豪雨等と称される突発的で局地的な豪雨が頻発するようになり、集中豪雨へ
のリスク管理の必要性も高まってきている。併せて、縦割り行政を克服して、
河川管理を含む流域管理の確立が求められる時代において、平時における防
災・減災にむけての公正かつ合理的な住民合意の重要性と、その被害救済の法
的仕組みの構築が求められていると考える。
